
事務事業No 事業名 [事業基本情報]

489 ○ 管理経費

分野別目標 4 ○ 法定受託事務

政 策 5

施 策 1

基本方針 3

継続 主な事務事業

H10 H89

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel） 太田俊介 「３つの約束・４４の約束」との関連性

関連課 まちを元気に 人を元気に 非該当

○

４４の約束 ○

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 当初予算 決算 決算 計画 決算

143,592 132,571 136,331 125,385 124,837 136,331

- - -5.1% -8.4% 0.0%

72,500 75,409 75,000 76,040 75,000 75,000

13,495 13,632 14,000 16,248 14,000 14,000

85,995 88,610 89,000 89,324 89,000 89,000

67,497 62,350 64,956 59,780 58,556 68,165

40,386 36,787 32,478 29,890 29,278 34,082

30 988 19 19 25
35,679 32,446 38,878 35,696 36,978 34,000
9.60 10.08 10.00 10.23 10.00 10

5.98 7.60 7.60 6.65 7.60 7.6

３　目標及び実績
平成25年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値

実績値

全体目標値 全体目標達成度 年度別達成度

年度目標値 6.2 10.41 11.5 12.59

実績値 9.1

全体目標値 13 全体目標達成度 年度別達成度 133.0%

年度目標値 12.69 17.21 20.59 23.75

実績値 17.67

全体目標値 24 全体目標達成度 年度別達成度 140.0%

単位

実
施
内
容

　地籍調査事業の実施（安原
地区、吹上地区、有功地区、
砂山地区、岡崎地区、名草地
区、宮地区）

地籍調査事業の実施（安原地
区、有功地区、宮地区、名草
地区、加太地区、西脇地区、
三田地区）

地籍調査事業の実施（安原地
区、名草地区、外６地区）

地籍調査事業の実施（市内８地
区）

地籍調査事業の実施（市内８
地区）

平成29年度

計画

9.2%

75,000

事業費 136,331

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

伸び率（％）

活
動
指
標

そ の 他

7.6

指標名及び達成状況

国庫支出金

県支出金

89,000

68,165

人件費

常勤職員

非常勤職員

委託料119,960千円

10

小計

事
業
費
等
 
千
円

平成26年度

所要人数
常勤職員

非常勤職員

19.57

成
果
指
標

単位

34,000一般財源（税等）

市　　債

9.32

主な予算内訳

34,082

14,000

地籍調査済面積（累計）

地籍調査進捗率

単位 %

単位

10

107.3%

133.7%

14.59

km2

事業進捗管理シート

地籍調査事業
事業区分(1)

事業経費

その他

適正な土地利用の推進

自然環境と都市基盤が調和した快適なまち

その他

○

款

事業種別

地籍調査の推進

事業区分(2)
自治事務

適正な土地利用の推進

都市計画費

目 地籍調査費

一般会計

土木費

会計・
予算区分

事業期間 ～ 大事業

項

地籍調査事業

平成２７年度 平成２８年度平成２５年度 平成２６年度

国土調査法

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
　小字を単位として範囲を定め、法務局の公図を元に範囲内の土地について、各土地所有者に事業
の説明会を開催し、後日、所有者双方の立会いの下、土地境界の確認と登記簿の内容について確認
を行い、その結果を簿冊（地籍簿）にまとめ、同時に地図（地籍図）を作成し、国の承認と県に認
証を受けた後に、法務局へ送付する事業。

　土地の最も基礎的な情報（地番、地目、境界、面積、所有
者）である地籍を明らかにし、その結果を記録することによ
り、現況に合わせた地図を作成しすることを目的としている。
　地籍調査が完了することにより、土地境界をめぐるトラブル
の未然防止、登記手続の簡素化・費用縮減、土地の有効活用の
促進、建築物の敷地に係る規制の適用の明確化、各種公共事業
の効率化・コスト削減、公共物管理の適正化、災害復旧の迅速
化、課税の適正化・公平化、ＧＩＳによる多方面での利活用な
どに役立つ。

地籍調査課

産業を元気に

会計

平成２９年度

地籍調査事業（補助・単独）事項

３つの約束


